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中村芳信議員 令和７年９月定例会代表質問 

 

令和７年９月１８日 

 

 中村芳信です。自民党議員連盟を代表しまして質問を行ないます。 

 

１．消費税について 

先ず消費税について伺います。今年前半は、ロシアのウクライナ侵攻に起因

しトランプ関税の影響も受けたコストプッシュ型インフレと共に、近年の緊縮

財政によるサプライロス型インフレも加わり、その対策として消費税やその税

率の在り方が、参議院選挙もあり、国政において大きく議論されました。 

自民党は消費税率引き下げには当初から慎重で最後には「消費税を守り抜く」

としました。公明党は当初消費税減税を検討していましたが自民党が公約に消

費税減税を入れない方針を固めたのに合わせ税率引き下げを見送りました。 

一方、野党の立憲民主党は食料品の消費税率を原則１年間に限って０％に引

き下げ、その後給付や所得税の控除を行なう「給付付き税額控除」に移行する

としました。日本維新の会は関税措置や物価高対策として食品に掛かる消費税

を２０２７年３月まで２年間時限的に０％に引き下げ、中長期的には８％に統

一するとしました。国民民主党は消費税率を実質賃金が持続的にプラスになる

まで一律５％に引き下げるとしました。共産党は緊急に税率を一律５％に下げ

将来的に廃止を目指すとし、納税額の正確な把握を目的とした「インボイス制

度」をなくすとしました。れいわ新選組及び参政党は消費税廃止。社民党は食

料品の消費税率０％を即時実現する。米関税政策で雇用に深刻な影響が出た場

合は食料品以外も３年間０％にする。日本保守党は食料品の税率０％を訴えま

した。 

しかし、これら各党の訴えのうち、そのいくつかは残念ですが消費税の本来

の姿を踏まえない上での訴えであったように思います。 

 

・消費税法における消費税の定義 

消費税について議論を始める前に、まず確認をしておかなければならないこ

とがあります。それは、消費税、消費税と言いながら消費税法にはその肝心な

「消費者」という言葉がどこにも出てこないということです。 

消費税の「納税義務者」を定めた第五条には「事業者は、国内において行っ

た課税資産の譲渡等につき、（略）この法律により、消費税を納める義務があ

る」。そして「課税の対象」は第四条に「国内において事業者が行った資産の譲

渡等（略）には、この法律により消費税を課する」と記されています。 

 いずれにせよ①消費税は、消費者にではなく事業者の事業取引に課せられる
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税であり、「納税義務者」は消費者ではなく「事業者」です。我々が受け止めて

いる印象とはまるで違いますが、執行部には、この点をどう認識されますか。

伺います(総務部長)。 

 

・食料品０％の問題について 

次に立憲民主党は、「食料品の消費税の税率を原則１年間に限って０％」に

引き下げることを訴えました。しかし、私には、立憲民主党や日本維新の会、

社民党、日本保守党も訴えた食料品の税率が０％になっても低所得者対策には

ならないのではないかと考えます。 

まず、消費税は事業者に支払い義務がありますので、食料品の消費税率が下

がってもその値段が８％下がるということではなく、食料品を生産販売する事

業者の納税額が８％下がることになります。しかし生産販売する事業者は消費

税の納税額が下がったからといって販売価格を下げる義務はありません。なぜ

なら食料品の販売価格は消費税ではなく需要と供給の関係あるいは市場の論

理また当事者間の力関係で決まるものだからです。 

ようするに、私たちは消費税の幻想に騙され食料品の消費税率を０％にすれ

ば食料品の価格が８％下がるはずだと思い込んでしまっているのです。実際は

「時価」なのでくどいようですが価格が８％下がる保障はどこにもありません。 

 それどころか、この場合、飲食店などの個人事業主は消費税率８％が０％に

なることによって逆に増税となります。なぜなら、これまで食料品はインボイ

スの有る経費として課税仕入れに入る経費であったものが、これが０％になる

ことによってインボイス無し経費となって消費税の課税対象経費が増え消費

税額が増えることになります。 

つまり増税になります。おまけに食料品の消費税率が０％になった場合、こ

れら飲食店は「空気的」に値下げを求められることになります。下手をすると

食料品を仕入税額控除できない上に、反対側で値下げをせざるを得なくなり当

然経営は苦しくなります。 

また現在、飲食に関して言えば、店内飲食に１０％、持ち帰りに８％の消費

税が掛けられます。しかし、わが国の大手飲食業者の場合、持ち帰りと店内飲

食を分けて価格を設定しているケースと両者を区別しないで同じ価格で提供

しているケースがあります。このうち区別しないケースはもちろん低所得者対

策にはなりません。 

また両者を区別しないで同じ価格で提供しているケースから特に言えるこ

とは、値段は他社との競争を踏まえ企業が決めているのであって消費税そのも

のが価格の決定にあまり影響しないことが分かります。 

ともあれ②執行部には、立憲民主党や日本維新の会、社民党、日本保守党が

主張した食料品の消費税率０％への軽減についてどう評価しますか、お聞かせ
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下さい。(知事) 

 

・軽減税率の問題について 

また食料品の税率８％に関連して、現在、わが国の消費税は標準税率の１

０％と軽減税率の８％の２種類があります。しかし、この軽減税率の導入によ

って関係する事業者の負担がかえって増えるということを指摘しておかなけ

ればなりません。 

 例えば、売上が１２００円、食材の仕入れが５００円、その他の支出が２５

０円であったとして、消費税１０％の場合の仕入税額控除は、売上１２０円、

食材の仕入れ５０円、その他の支出２５円となり消費税額４５円。８％の場合

は売り上げが同じく１２０円、食材の仕入れはこの場合４０円、その他の支出

は同じく２５円となり消費税額は５５円となります。この場合、事業者・飲食

店の負担は１０円増えることになります。 

このように、③軽減税率の導入によって関係する事業者の負担がかえって増

えることになります。この点、執行部はどのように捉えますかお聞かせ下さい。

(総務部長) 

 

・賃上げと消費税 

 次に、近年、政府も労働組合も挙って経営者に従業員の賃金を上げるよう働

きかけ要請しているところです。また各最低賃金審議会の答申も賃上げの答申

が続いています。しかし、賃金を上げるには消費税が返って邪魔になるのでは

ないかと考えます。 

 どういうことか。まず賃金を上げると事業者のコストが増え会社の利益が減

ります。そして会社の利益が減ると法人税が減ります。賃金を上げると法人税

は自動的に減税になります。つまり賃上げした分のいくらかは法人税で補填し

てくれる、そういった自動調整機能が法人税には備わっているのです。 

したがって、法人税が減税になるなら経営者も税金を払うより給料を従業員

に払おうという気になるし、従業員にとっても賃上げやボーナスは嬉しく、こ

れは双方にとって喜ばしいことです。 

しかし、この場合消費税はどうなるのでしょうか。法人税は利益だけに課税

されるのに対し消費税は利益＋人件費が主である非課税仕入に課税されるも

のですから、仮に賃上げして人件費を増やすと利益は減るけれども、利益＋非

課税仕入の総額は変わりません。したがって消費税は減税にならないというこ

とになります。 

つまり法人税は賃上げしたら減税にはなるけれども利益は減り、消費税は変

わらず取られるということなので、賃上げしても税金はとられ経営は苦しくな

るということになります。 
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加えて、消費税が事業者の利益と人件費が主である非課税仕入という付加価

値に掛けられる税であるということは、非課税仕入れを少なくするために、企

業は従業員を正規職員として雇用するよりも外注化したり非正規の契約社員

として雇用する方が節税効果も出てくることから、この国の雇用形態を不安定

なものとしています。 

 ということで、④消費税は、この国の雇用や雇用の形態に多大な負の影響を

もたらす問題の多い税制であるとも認識します。執行部はどのように捉えます

かお聞かせ下さい。(知事) 

 

・消費税裁判 

 さて懐かしい話ですが、かつて「サラリーマン新党」という政党がありまし

た。そのサラリーマン新党が、わが国に消費税が導入された平成元年「仕入れ

税額控除制度の不合理」や「事業者免税点制度の不合理」などを訴え国・当時

の竹下総理大臣に対して訴訟を起しました。 

訴えの内容は「消費税の納税義務者は消費者、徴税義務者は事業者と解され

ることからして、事業者が消費者より徴収した消費税分は、事業者自身が仕入

れの際に支払った消費税額を控除したもの以外全て国に納付すべきものであ

る。ところが、事業者が行なう仕入れの中には、免税事業者からの仕入れも含

まれているところ、免税事業者からの仕入れには３％の消費税額が上乗せされ

ていないにもかかわらず、消費税法の定める税額控除制度はこれらの仕入れを

も含めて全仕入れ額の１０３分の３を仕入れに係る消費税額として税額控除

することを認めている。すなわち同制度は､事業者が収入額の３％の消費税分

を消費者から徴収しているにもかかわらず、その一部を国庫に納めなくてよい

ことを認めている。」「この制度は､事業者が納税義務者である消費者からの消

費税分を徴収しながら、過剰な控除を認めることより､その一部を国庫に納め

ず、事業者が取得するといういわゆるピンハネを許したのである」。また「事業

者免税点制度は、免税事業者が消費者からの消費税分を徴収しながら、その全

額を国庫におさめなくてもよいということを認めている。」この制度も「不要

な消費税分の転嫁を認めたことにより、全部のピンハネを認めたものである」

と言うものです。 

この訴訟に対する判決は、「原告の請求棄却」でした。その判決理由は、「消

費税法及び税制改革法は、消費者が納税義務者であることはおろか、事業者が

消費者から徴収すべき具体的な税額、消費者から徴収しなかったことに対する

事業者への制裁等についても全く定められていないから、消費税法等が事業者

に徴収義務を、消費者に納税義務を課したものとはいえない」、つまり「消費税

の納税義務者が消費者、徴税義務者が事業者であるとは解されない。したがっ

て、消費者が事業者に対して支払う消費税分はあくまで商品や役務の提供に対
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する対価の一部としての性格しか有しないから、事業者が、当該消費税分につ

き過不足なく国庫に納付する義務を、消費者に対する関係で負うものではない」

というものでした。 

要するに、この裁判の結果が示すところは、消費税は事業者の納める直接税

であって、消費者からの「預かり金」やピンハネした結果生まれる「益税」と

いったものが生れる余地のある間接税ではないと言うことです。 

次に、この裁判の被告であった大蔵省の主張も以下紹介しておきます。 

「消費税法第五条第一項は『事業者は､国内において行なった課税資産の譲

渡等につき、この法律により､消費税を納める義務がある』と規定しているの

であって、事業者が納税義務者であることは明らかである。」 

 また、「今次の税制改革において消費税の創設は重要な意義を有しており､そ

の円滑な実施と定着は是非とも必要であると考えられたことから、消費税の円

滑かつ適正な転嫁の必要性を納税義務者である事業者のみならず消費者にも

理解されるようにとの目的のもとに前記税制改革法に特に規定されたもので

ある。したがって右規定は､消費者を納税義務者であると規定したものではな

いことは明らかである。」 

 「なお、政府広報『消費税って何でしょう』には確かに原告らの主張のとお

り､所得税あるいは法人税の計算上、税抜きで処理する場合には税額分は預か

り金とし、課税仕入れに含まれる税額については仕入れ税額控除対象額は仮払

金とすること等との記載があるけれども、これはあくまでも消費税相当額を企

業会計上どのように取り扱うかと言う会計技術に関する説明であり、消費税の

納税義務者の問題とは無関係である。」 

 そして､過剰転嫁、ピンハネの有無については、「事業者が取引の相手方から

収受する消費税相当額は、あくまでも当該取引において提供する物品や役務の

対価の一部である。この理は、免税事業者や簡易課税制度の適用を受ける事業

者についても同様であり、結果的にこれらの事業者が取引の相手方から収受し

た消費税相当額の一部が手元に残ることになっても、それは取引の対価の一部

であるとの性格が変わるわけではなく、したがって、税の徴収の一過程におい

て税額の一部を横取りすることにはならない」と言っており、ようするに消費

税に益税などなく、ピンハネもないと言っています。なお、近年では令和５年

２月の衆議院内閣委員会において、財務省は、消費税は間接税や益税につなが

る「預かり税」ではないと答弁しています。 

 ⑤この裁判は、消費税が、事業者が納税義務者として負担する直接税である

ことを示したものです。改めて消費税は事業者が納める直接税であることにつ

いて、執行部の認識を伺います。(総務部長) 

また、「事業者が取引の相手方から収受する消費税相当額は、あくまでも当

該取引において提供する物品や役務の対価の一部である」という点について、
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判決理由は、繰り返しますが「消費税の納税義務者が消費者、徴税義務者が事

業者であるとは解されない。したがって、消費者が事業者に対して支払う消費

税分はあくまで商品や役務の提供に対する対価の一部としての性格しか有し

ないから、事業者が,当該消費税分につき過不足なく国庫に納付する義務を、

消費者に対する関係で負うものではない」としています。これは、我々が買い

物をしてもらった領収書に消費税分１０円と書いてあっても、それは消費者が

本体価格に加え別に１０円納税したのではなく、あくまで商品・サービスの対

価の一部であるということです。 

つまり、領収書に書かれていても、消費税は税抜き本体価格に対して１０％

や８％分を上乗せされて徴税されているのではなく、あくまで価格の中に含ま

れその一部として、事業者の支払う法人税や固定資産税、住民税などの直接税

と同様、徴収されているのです。 

したがって⑥コンビニで１０８円のおにぎりを買っても、その１０８円のう

ち消費税にいくら払っているかは、法人税がそうであるように分からないので

す。消費税に対する一般的な認識とは全く違う私の認識ですが、執行部にはど

う捉えられますか伺います。(総務部長)  

 

・給付付き税額控除の問題 

 次に、立憲民主党は「食料品の消費税の税率を原則１年間に限ってゼロ％に

引き下げ、その後、給付や所得税の控除を行なう「給付付き税額控除」に移行

する」としています。 

立憲民主党の言う「給付付き税額控除」とは、「所得の少ない世帯ほど消費税

の負担割合が高くなるという消費税の「逆進性」を緩和することを目的とし、

具体には、中低所得者世帯が負担する消費税の半額相当を所得税の額から控除

し、控除しきれない分は給付することにより、負担した消費税の一部を実質的

に還付するもの」で、例えば、低所得者に１０万円の税額控除を行う場合、納

付すべき税額が１５万円であった人には１５−１０万円で５万円の納付を求め、

納付すべき税額が５万円の人には、１０−５で５万円を逆に給付するものです。 

その控除額または給付額は、一定の所得以上からは逓減するものとすること

で、消費税の負担割合が相対的に高くなる中低所得者世帯に対象を限定してい

ます。 

ところで、国税庁は、日本における給付付き税額控除制度の執行上の課題に

ついて以下のように述べています。 

「日本で給付付き税額控除が導入される場合、所得税の課税最低限を下回る

者への税額控除の正確な給付は、執行上、それらの者の情報が確実かつ迅速に

確認できるといった執行上の基盤が整っていない状況の下では容易ではない。 

給付付き税額控除制度を何のために導入するのか、つまり、低所得者支援か、
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子育て支援か、就労支援か、消費税の逆進性対策かといった導入目的により、

対象者の範囲や制度設計が大きく異なってくる。例えば、導入目的が、低所得

者支援であれば資産性所得を合算して受給要件を設ける仕組みが考えられ、子

育て支援であれば子供一人当たり一定額の給付とする仕組みが考えられる。就

労支援であれば、所得に応じて給付額が変動する仕組みが考えられ、消費税の

逆進性対策であれば、所得の大小に関わらず各人に一定額を給付する仕組みが

考えられる」とのことです。 

 そして、公明党はすでに、２０１７年４月の消費税１０％への引上げを前に

した前年３月、軽減税率よりも給付付き税額控除を主張した民主党に対して次

のように批判しました。 

「まず、『痛税感の緩和を実感できない』点です。給付付き税額控除は、低所

得者のうち所得税などの納税者には減税し、減税しきれない納税者や課税最低

限度以下の所得の人には現金を給付する制度。このため減税や給付はかなり後

になり、日々の買い物の際には負担が軽減されず、痛税感を緩和できません。」 

 「さらに、『制度を公正・公平に運用するのが極めて難しい』点です。対象と

なる低所得者を絞り込む基準となる所得や資産を正確に把握するのは、現状で

は困難です。」 

 また、「資産の把握はいらないとの主張もありますが、所得税がゼロでも親

の資産を食いつぶして悠々自適に暮らす人もいるし、会社員と自営業者では所

得の把握率に差が生れている。所得の多少だけで給付対象を決めてしまうと、

不公平を助長する可能性がある」 

 また、「『国民に手間と負担を強いる』という問題点もあります。減税や給付

を受けるには国民一人一人がわざわざ税務署や役所に申請しなければならな

い（略）同時に、減税や給付の申請が膨大な数に上るため、申請を受け付ける

側の税務署や役所も対応できない」等々と指摘しています。 

このように、この給付付き税額控除導入には、制度設計と執行の複雑さのた

め、納税情報と給付情報を適切に管理・連携する必要があり、制度の運用にか

かる事務コストや行政の負担が多い。また不正受給のリスクもあります。制度

が複雑になればなるほど、制度の隙を突いた不適切な受給が発生するリスクも

高まります。これに対応するには厳格な監視体制や審査手続きが求められ、そ

れによってさらに行政コストが増大する可能性があります。 

そして、何より、先に見たように、そもそも消費税は納税義務者が事業者で

ある直接税です。何しろ法律にそう書いてある。消費税は事業者間の取引に課

せられる税であり消費者が支払っているわけでありませんでした。 

⑦この夏の参議院選挙に敗北した自民党は、それでも消費税を守り抜くとい

うことで、早速、その導入について立憲民主党と協議に入りましたが、この給

付付き税額控除について、執行部はどのように捉えておられますか、伺います。
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(知事) 

 

・インボイスについて 

さて、昨年１２月埼玉県議会は「適格請求書等保存方式（インボイス制度）

の廃止を求める意見書」を国へ提出しました。 

その意見は「この制度では、インボイス発行事業者ではない事業者からの仕

入れでは税額控除ができ」ない、「そのため、主に小規模事業者や個人事業者で

ある免税事業者は、取引先からインボイス発行を求められ、発行できない場合

は不当な値下げや取引の打ち切りを求められることが元々懸念されていた」。 

また「インボイス発行事業者には消費税の申告・納付が義務付けられ、消費

税免税事業者の厳しい経営に税負担と事務負担の二重の負担を与えて」いる。

「小規模事業者等からは、減収や税負担の増によって経営状況が悪化したとの

切実な声が上がって」いる。「インボイスに係る経理事務が過大な負担になっ

ている。」「物価高騰により小規模事業者などの経営環境は一層厳しさを増して

おり、インボイス制度にかかる負担を小規模事業者等に求めることができる状

況では」ない等というものです。 

指摘の通りであろうと思います。⑧２３年１０月導入以降、それまで消費税

納税を免除されてきた事業者がインボイスの発行により課税事業者に転換し

た場合３年間は納税額を売上税額の２割に抑えられるとされていますが、本県

におけるインボイス発行事業者・課税事業者への転換の状況はどうなっていま

すか、まず伺います。(総務部長) 

さて、本制度を導入した当時の衆議院財務金融委員会における審議を見てみ

ますと「課税の公平」を理由にした財務省の非情さが先ず見えてきます。 

財務省は、まずこのインボイス制度の導入によって、わずか２４８０億円の

増収を見込んでいます。さらに財務省の想定では、農林水産業などを除く課税

売上１０００万円以下の免税事業者約３７２万社のうち、約１６１万社がイン

ボイス導入を機に課税事業者になると想定しています。 

そして１社当たりの年間負担増は、２４８０億円÷１６１万社で１５万４０

００円になるとしています。この消費税算出の前提として財務省は、課税売上

５５０万円、課税仕入れ３９６万円、付加価値１５４万円と想定し、１５４万

円に１０％を掛けて１５万４０００円になるという訳です。 

これは要するに、年収１５４万円の人に年間１５万４０００円消費税を徴税

するということです。年間所得１５４万円とは月収は１２万８０００円、零細

事業者というよりは、ほとんど「貧困層」としての所得しか得られない国民か

ら月収以上の金額を奪い取る。なんとも非情な想定です。 

これが課税の公平だと言われれば、それはそうかもしれません。しかし、そ

れがあるべき税金の姿なのかとても頷けません。この⑨インボイス制度、知事
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にはどのように捉えておられますか、お聞かせください。(知事) 

 

・消費税についての所見 

 さて、最後に、「賃上げと消費税」の項でも申しましたが、企業や事業者は従

業員を正規職員として雇用するよりも、外注化や非正規の契約社員として雇用

する方が節税効果も出てくることから、この国の雇用形態を不安定なものとす

るきっかけとなってしまいました。 

 また付加価値に掛けられる税であるということはマクロで言うとＧＤＰ・国

内総生産に掛けられる税であるということであり、この国が成長することに罰

を与えるものであるとも言えます。 

そして、本日は議論できませんが、輸出企業には､この国の消費税が“税は生

産された場所や国ではなく、製品やサービスを消費する国で課税するべき”と

いう「仕向け地課税主義」の考え方から、輸出の際、それまでその輸出用乗用

車などにおける生産のバリューチェーンの各段階において徴収された消費税

がそのまま還付されるという、トランプ大統領もやり玉に挙げた理解しがたい

優遇税制となっているという問題もあります。また軽減税率も同様に大手食品

メーカーには消費税が還付されているという問題もあります。そして何より消

費税は赤字企業であっても決して課税を逃れることはできません。 

こうしたことからか共産党やれいわ新選組、参政党は消費税廃止を主張した

のではないかと思います。何れにせよこれまで見てきたように⑩消費税には

様々問題があり、その導入は「失われた３０年」を準備するものであった、そ

のようにも感じているところです。知事には消費税についてどのように考えら

れますか所見をお聞かせ下さい。(知事) 

 

２．食料・農業・農村基本計画について 

 次に、本年４月閣議決定された食料・農業・農村基本計画に関連し伺います。 

 

・中山間地域等直接支払について 

「集落機能強化加算で直接支援をしている高齢者の方々の見回りや雪下ろ

しは、例えば民生委員の仕事であったり、役場の仕事であったりするようなも

の」で、「それはすなわち中央省庁のレベルで言えば厚生労働省の仕事であっ

たり、総務省の仕事であったりという、そういったものの仕事なのではないか」、 

「私たち農林水産省の仕事というのは、基本的にはもちろん農業の振興という

のがメイン」で、「農業を支える場として農村の振興というのを受け持ってい

る」が、これは「あくまでも業を起こすという、業を振興するという、業が行

われる場としての農村の振興ということなので」あり、永続的に生活支援サー

ビスに類するものを支援し続けることができるかというと、そこはなかなか難
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しいものが」ある。 

 これは昨年１１月の中山間地域等直接支払に関する第三者委員会での農水

省の発言です。集落機能強化加算については、全国町村会や多くの識者そして

この第三者委員会が強力に反対したにも関わらず、今回の見直しで、集落協定

広域化加算、生産性向上加算とともに廃止も含め検討されることとなりました。 

 この加算は、これまで営農ボランティアや就農体験のほか、高齢者の見回り

や送迎、買い物支援、雪下ろしなど営農以外の分野においても農村をしっかり

支えてきました。①２３年度は全国で５５５協定が取り組み、本県ではその２

割にあたる１３市町１０２協定が取り組んでいます。今回の見直しと今後の本

県の対応について伺います。(農林水産部長) 

 

・これからの島根県の農業について 

 次に、昨年１１月食料・農業・農村政策審議会企画部会で農水省は、農業者

を個人の主業経営体と副業的経営体そして法人経営体とに分け、近年の増減ペ

ースや直近の年齢構成を基に２０３０年時点の経営体数を予測。２０２０年時

点の１経営体当たりの平均的な耕作面積を掛け合わせて３０年時点でどのく

らいの農地が耕作されているか算出した結果を示しました。試算は土地利用型

作物、露地野菜、施設野菜、果樹の４品目に分けて行われました。 

 それによりますと、経営体の数は２０年の１０８万戸から３０年には５４万

戸に半減、法人経営体数は１万戸増えて５万経営体になる一方、個人経営体は

主業が２３万戸から１１万戸に副業的経営体は８１万戸から３８万戸に減少。

耕作面積は２０年の２６５万 ha から東北地方の耕作面積に匹敵する９２万 ha

が減少し１７３万 ha になるとのことです。耕作されなくなる恐れのある農地

を品目別に見ると、最も多いのは土地利用型作物の７４万 ha。２０年の耕作面

積の３分の１に当たります。次いで果樹の９万 haで２０年の２０万 haから半

減します。 

 耕作面積縮小の影響をいかに食い止めるか。同省は農地の集積・集約、大区

画化、スマート農業技術の導入などを掲げています。規模を拡大し機械化を進

めることで、担い手がより少ない時間で効率的に作業ができるようにするのが

狙いです。 

 しかし、規模拡大と機械化を進めたとしても今の担い手で農地を維持するに

は限界があります。そこで欠かせないのが多様な農業者の確保。２３年の農業

経営体のうち個人経営体の割合は９６％と大半を占めています。規模別に見る

と経営耕地面積１ha未満の農業経営体の割合は５２％。家族農業や女性、移住

者など多様な人材無くして耕作面積の維持は難しく農村も活性化しません。 

 本県においても状況は同じ。②多様な農業人材の確保について執行部はどう

考えられますか改めてお聞かせ下さい。(農林水産部長) 
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 また、③農地の集積・集約化、大区画化、スマート農業技術の導入などと言

っても、中山間地域が太宗を占める本県においては、予ねて言われているよう

に限界があります。本県における今後の農業の方向をどう考えるかこれも改め

てお聞かせ下さい。(農林水産部長) 

 併せて、④第２期農林水産基本計画をスタートさせたばかりの本県ですが、

将来的な経営体数や耕作面積の推移について、県として一度試算してもよいの

ではないかと考えます。いかがお考えか伺います。(農林水産部長) 

 

・価格の形成について 

 最後に、農業者の急減が最大の課題であり農業に人を呼び込むには所得の向

上と農産物の価格転嫁が必要であるとして、農水省は先の通常国会で農畜産物

の適正な価格形成に向けた関連法を成立させました。 

 今回成立した食料システム法、全品目の売り手と買い手に対して価格交渉へ

誠実に臨むよう努力義務を課し、取り組みが不十分な事業者には国が指導や勧

告を行うことを柱とし、指定した品目には農家が価格転嫁の根拠にできる「コ

スト指標」を作成する、目下来年４月の全面施行へ、指標の対象品目など制度

の詳細を詰めています。 

 因みに、本来ならこの所得の問題、欧州方式の農家への所得保障かアメリカ

式の再生産可能な価格の保障を行って農家の所得を引上げ、同時に消費者に安

く売ればよい。要するに生産者が必要とする価格と消費者が望む価格の乖離を

政府が財政支出で解決すればよいのですが、緊縮財政をモットーとする自民党

政権はそれをやろうとは絶対にしません。そうは言っても、⑤希望をもって農

業を続けていくには、最低限、適正な価格の形成は欠かせないと思っています。

実効性ある仕組み作りを急いで欲しいと思います。来年４月施行に向けた国の

仕組みづくりの状況をお聞かせ下さい。(農林水産部長) 

 

３）県警察について 

 さて、最後に、公安委員会におかれましては、先般７月に、錦田剛志委員長

がご就任になられ、８月には、中村振一郎警察本部長が着任され、トップが一

新されたところです。 

 そこで、錦田公安委員長には、これまでのご経験を生かしたご活躍を期待し

ておりますが、委員長就任に当たっての抱負を、また中村本部長には、県民の

安全安心確保の実現に向けどのように取り組んでいかれるお考えか、それぞれ

伺います。（公安委員長・警察本部長） 


